
■本給付制度
　電力・ガス・食料品などの価格高騰による負担増をふまえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯（住
民税非課税世帯など）に対し、１世帯あたり５万円の給付金を支給します。

■給付対象世帯
①住民税非課税世帯
　基準日（令和４年９月30日）時点において養老町に住民票があり、世帯全員の令和４年度の住民税
均等割が非課税である世帯。
②家計急変世帯
　申請時点において養老町に住民票があり、令和４年１月～ 12月の期間中に予期せず家計が急変し、
世帯全員の令和４年度分の住民税均等割が非課税である世帯と同様の事情にあると認められる世帯。
※①と②どちらも、住民税均等割が課税されている他の親族などによる扶養を受けている世帯を除きま
す。
※定年退職による収入減少や季節性のある事業で通常の収入が得られない月の収入などは予期せず収入
が減少したことにはなりません。 

■内容など
　１世帯あたり５万円の給付となります。
　①と②を両方受給することはできません。

■申請方法
①住民税非課税世帯
　令和４年12月上旬に、町から対象と思われる世帯主あてに確認書を送付しています。必要事項を
記入し、郵送または健康福祉課窓口へ持参してください。
②家計急変世帯
　健康福祉課窓口もしくは町ホームページにより申請書を入手していただき、必要事項を記入し、必
要書類とともに郵送または持参により提出していただく必要があります。

■提出期限
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